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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組織の構成員の候補者についてのビジネス基礎力を、Ｍ（Ｍは２以上の整数値）の項目
を夫々含むＮ（ＮはＭとは独立した２以上の整数値）のカテゴリに分けて評価するものと
し、前記Ｎのカテゴリについての第１単位、及び夫々のカテゴリの各項目についての第２
単位で前記ビジネス基礎力を夫々評価した評価値を取得する取得手段と、
　前記取得手段により取得される前記ビジネス基礎力の各カテゴリの評価値が、予め設定
された所定の範囲内にあるか否かを判定する第１判定手段と、
　前記第１判定手段により前記評価値が前記所定範囲内にあると判定された場合、少なく
ともＰ（Ｐは、Ｎ－１以下の任意の整数値）のカテゴリの前記評価値が第１基準を満たし
、かつ残りのカテゴリの各項目の評価値が第２基準を満たした場合、前記候補者は前記組
織の構成員としての基礎適性を有していると判定する第２判定手段と、
　を備える情報処理装置。
【請求項２】
　前記第２判定手段は、
　前記Ｎのカテゴリの全ての前記評価値が前記第１基準を満たした場合に、前記候補者は
前記基礎適性を有していると判定する第２－１判定手段と、
　前記第２－１判定手段の判定で前記基礎適性を有していると判定されなかった場合、少
なくとも前記Ｐのカテゴリの前記評価値が前記第１基準を満たし、かつ前記残りのカテゴ
リの各項目の評価値が前記第２基準を満たした場合、前記候補者は前記基礎適性を有して
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いると判定する第２－２判定手段と、
　を有する、
　請求項１記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記第２判定手段により前記基礎適性を有していると判定された前記候補者のうち、前
記Ｎのカテゴリの得点傾向が、前記組織の既存の構成員の前記Ｎのカテゴリの得点傾向と
類似する特性を有する前記候補者は前記組織における適性を有していると判定する第３判
定手段、
　をさらに有する請求項１又は２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　情報処理装置が実行する情報処理方法において、
　組織の構成員の候補者についてのビジネス基礎力を、Ｍ（Ｍは２以上の整数値）の項目
を夫々含むＮ（ＮはＭとは独立した２以上の整数値）のカテゴリに分けて評価するものと
し、前記Ｎのカテゴリについての第１単位、及び夫々のカテゴリの各項目についての第２
単位で前記ビジネス基礎力を夫々評価した評価値を取得する取得ステップと、
　前記取得ステップにより取得される前記ビジネス基礎力の各カテゴリの評価値が、予め
設定された所定の範囲内にあるか否かを判定する第１判定ステップと、
　前記第１判定ステップにより前記評価値が前記所定範囲内にあると判定された場合、少
なくともＰ（ＰはＮ－１以下の任意の整数値）のカテゴリの前記評価値が第１基準を満た
し、かつ残りのカテゴリの各項目の評価値が第２基準を満たした場合、前記候補者は前記
組織の構成員としての基礎適性を有していると判定する第２判定ステップと、
　を含む情報処理方法。
【請求項５】
　情報処理装置を制御するコンピュータに、
　組織の構成員の候補者についてのビジネス基礎力を、Ｍ（Ｍは２以上の整数値）の項目
を夫々含むＮ（ＮはＭとは独立した２以上の整数値）のカテゴリに分けて評価するものと
し、前記Ｎのカテゴリについての第１単位、及び夫々のカテゴリの各項目についての第２
単位で前記ビジネス基礎力を夫々評価した評価値を取得する取得ステップと、
　前記取得ステップにより取得される前記ビジネス基礎力の各カテゴリの評価値が、予め
設定された所定の範囲内にあるか否かを判定する第１判定ステップと、
　前記第１判定ステップにより前記評価値が前記所定範囲内にあると判定された場合、少
なくともＰ（ＰはＮ－１以下の任意の整数値）のカテゴリの前記評価値が第１基準を満た
し、かつ残りのカテゴリの各項目の評価値が第２基準を満たした場合、前記候補者は前記
組織の構成員としての基礎適性を有していると判定する第２判定ステップと、
　を含む制御処理を実行させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、情報処理装置、情報処理方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、ユーザの技能（スキル）を診断し、診断結果に基づく人材育成の支援を図る
人材育成支援システムは存在する（例えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－２４６５０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　しかしながら、このような従来の人材育成支援システムによるユーザのスキルの診断結
果は、ユーザ個人のスキルのさらなる向上に役立つものの、それ以外の用途として活用が
なされていないのが現状である。
【０００５】
　本発明は、このような状況に鑑みてなされたものであり、ユーザのスキルの診断結果を
、当該ユーザが属する又は属する可能性のある組織への人材配置の支援用途として活用さ
せることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明の一実施形態である情報処理装置は、
　組織の構成員の候補者についてのビジネス基礎力を、Ｍ（Ｍは２以上の整数値）の項目
を夫々含むＮ（ＮはＭとは独立した２以上の整数値）のカテゴリに分けて評価するものと
し、前記Ｎのカテゴリについての第１単位、及び夫々のカテゴリの各項目についての第２
単位で前記ビジネス基礎力を夫々評価した評価値を取得する取得手段と、
　前記取得手段により取得される前記ビジネス基礎力の各カテゴリの評価値が、予め設定
された所定の範囲内にあるか否かを判定する第１判定手段と、
　前記第１判定手段により前記所定範囲内にあると判定された場合、少なくともＰ（Ｐは
、Ｎ－１以下の任意の整数値）のカテゴリの前記評価値が第１基準を満たし、かつ残りの
カテゴリの各項目の評価値が第２基準を満たした場合、前記候補者は前記組織の構成員と
しての基礎適性を有していると判定する第２判定手段と、
を備える。
　このように、サービス提供者が予め複数のカテゴリに分けて設定したビジネス基礎力と
いう統一された基準で評価した評価結果に基づいて、まずは、第１判定手段で、例えば３
以上のカテゴリの評価値が所定の範囲内にあるもの、つまりカテゴリバランスがとれてい
るものを基礎適性ありと判定し、次に、第２判定手段で、カテゴリの夫々の項目の評価値
が一定項目以上条件を満たすもの、例えば３／５項目が閾値の範囲内であるという条件を
クリアしているものを基礎適性ありと判定する。このように候補者を異なる視点で段階的
に選別することで、採用や異動を含む組織への人材配置を適切に行うことができるように
なる。
　本発明の一態様の上記情報処理装置に対応する情報処理方法及びプログラムも、本発明
の一態様の情報処理方法及びプログラムとして提供される。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、ユーザのスキルの診断結果を、当該ユーザが属する又は属する可能性
のある組織への人材配置の支援用途として活用させることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の一実施形態の情報処理装置の全体構成を示している。
【図２】図１の情報処理システムのうちサーバのハードウェア構成を示すブロック図であ
る。
【図３】図１の情報処理システムにおけるサーバの機能的構成を示す機能ブロック図であ
る。
【図４】所定の受講者のスコアと、当該所定の受講者が含まれる所定の母集団のスコアの
値とを円領域にプロットし夫々を折れ線グラフ（レーターチャート）として重畳表示した
例を示す図である。
【図５】図３のサーバにおいて、各カテゴリの基準値の範囲（上限値、下限値）を決定す
るための適性バランス閾値テーブル（中途用）の一例を示す図である。
【図６】図３のサーバにおいて、各カテゴリの基準値の範囲（上限値、下限値）を決定す
るための適性バランス閾値テーブル（新卒用）の一例を示す図である。
【図７】図３のサーバにおける採用又は異動の判定動作を示すフローチャートである。
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【図８】基礎適性ありの複数の候補者の中から基準をより多く満たしているものを適性が
高いとして判定する一例を示す図である。
【図９】基礎適性ありの複数の候補者の中から総合点の高いものを適性が高いとして判定
する一例を示す図である。
【図１０】基礎適性ありの複数の候補者の中から業種、職種、企業のうちで優先順位の上
位のものを適性が高いとして判定する一例を示す図である。
【図１１】企業規模１００名以下で技術職を採用するＩＴ業の基準に候補者を適用した場
合の図７のステップＳ１２（カテゴリバランス評価）の比較例を示す図である。
【図１２】企業規模１００名以下で技術職を採用するＩＴ業の基準に候補者を適用した場
合の図７のステップＳ１３（項目評価）の比較例を示す図である。
【図１３】技術職を採用する所定の企業の基準に候補者を適用した場合の図７のステップ
Ｓ１２（カテゴリバランス評価）の比較例を示す図である。
【図１４】候補者の業種、職種、企業のカテゴリ適性の判定結果を示す図である。
【図１５】候補者の配属先を３つの営業部門の中から決定する際の比較例を示す図である
。
【図１６】業種、職種、企業の基準は満たしているが、職種における特殊要件を含めて判
定する事例を示す図である。
【図１７】候補者のうちリーダー候補の人材を採用する際の事例を示す図である。
【図１８】新卒応募者の中から、一定の基準を満たす候補者を振るいにかけ、二次選考に
進む候補者を一定数に絞り込む事例を示す図である。
【図１９】営業部門に配属する同職種他部門の社員の中からカテゴリ適性のある候補者を
絞り込む事例を示す図である。
【図２０】図１９の事例でカテゴリ適性があるとされた候補者の中から営業部門に適する
人材を絞り込む事例を示す図である。
【図２１】技術部門に適性のある人材を該当部門の上司との相性から選定する事例を示す
図である。
【図２２】営業部門に所属している社員から、企画部門にカテゴリ適性のある社員を選定
するために、企画部門のカテゴリ特性と候補者群の夫々のカテゴリの得点を比較する事例
を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施形態について、図面を用いて説明する。
　図１は、本発明の一実施形態の情報処理システムの全体構成を示している。
　図１に示す情報処理システムは、サーバ１０と、ｕ台（ｕは１以上の任意の整数値）の
候補者端末２０－１乃至２０－ｕとが、インターネット等の所定のネットワークＮを介し
て相互に接続されることによって構成されている。
　候補者端末２０－１は、候補者Ａにより操作される。候補者端末２０－２は、候補者Ｂ
により操作される。候補者端末２０－ｕは、候補者Ｕにより操作される。
　候補者Ａ乃至Ｕは、企業等の組織に既に属し他部門へ異動する可能性のある者（人事異
動の対象者）、又は企業に今後属する可能性のある者（求職者）であり、少なくともサー
ビス提供者が提供するビジネス基礎力診断テスト（以下「テスト」と称す）を受検した経
験がある者をいう。
　なお、以下、候補者端末２０－１乃至２０－ｕの夫々を個々に区別する必要がない場合
、これらをまとめて「候補者端末２０」と呼ぶ。
　候補者端末２０は、候補者Ａ乃至Ｕの夫々により管理される情報処理装置であって、例
えばタブレット端末やスマートフォン等で構成される。
【００１０】
　サーバ１０は、サービス提供者により管理される。サーバ１０は、候補者端末２０－１
乃至２０－ｕの夫々の各動作を制御しつつ各種処理を実行する。
【００１１】
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　サービス提供者は、例えば人材トレーニング会社等であり、企業からの申し込みにより
社員を受講者として講座に参加させて受講させたりオンライン研修等を行う。企業以外で
も個人が講座に参加することもある。また、サービス提供者は、受講者が受講した講座や
オンライン研修の内容の理解度や習得度を確認するために当該受講者に対してテストを行
い、そのテストの結果を評価して当該受講者に対して今後のアドバイスを行う。
　企業によっては、この企業への就労を希望する求職者が個人で講座に参加しテストを受
けた評価結果を採用の参考にする企業もある。
　さらに、本サービス提供者は、企業或いはその企業内の部署等に属する複数の社員（受
講者）の夫々のテストの結果に基づいて、当該企業或いは当該部署等に対し人材の採用や
異動の支援を行うとともに、今後の人材の採用や人事異動の際の人材配置の最適解を提示
し、社会の発展に貢献できるようにする。
【００１２】
　具体的には、本実施形態では、サーバ１０は、次のように候補者端末２０と連携して動
作する。
　即ち、サーバ１０は、先ずサーバ１０等に予め記憶されている複数の問題のうち１以上
からなるテストを、候補者端末２０に送信し、これら１以上の問題の夫々に対して受講者
が入力した解答を受信する。
【００１３】
　テストは、サービス提供者により実施される。当該テストの問題は、受講者のビジネス
における基礎的な力（ビジネス基礎力）を評価するためのものであり、サービス提供者に
より１以上のビジネスの評価対象のカテゴリ毎及び夫々のカテゴリの１以上の項目毎に出
題される。ビジネス基礎力とは、社会人として仕事を行う上で役に立つ技術又は能力をい
う。
【００１４】
　ビジネス基礎力を評価するためのカテゴリと項目との関係について説明する。
　カテゴリは、Ｎ個（Ｎは２以上の任意の整数値）に定義され、さらに２以上のカテゴリ
の夫々にＭ個（Ｍは、Ｎとは独立した２以上の任意の整数値）の項目が定義されている。
　テストでは、当該項目の夫々に関連する内容の問題が項目毎に出題される。
【００１５】
　候補者端末２０は、サーバ１０が送信したテストを受信する。そして、受講者は、候補
者端末２０を操作して、当該テストを構成する複数の問題の夫々について回答を入力する
。
　候補者端末２０は、受講者が入力したテストの回答（各問題の回答の集合体）を、サー
バ１０に送信する。
【００１６】
　サーバ１０は、候補者端末２０－１乃至２０－ｕの夫々からテストの回答が送信される
毎に、当該回答を順次取得し採点を行う。また、サーバ１０は、採点結果を前記項目毎に
正規化し、これをスコアとして受講者毎に記憶し管理する。
【００１７】
　サーバ１０は、受講者毎に管理しているスコアから、所定の母集団のスコアを抽出する
ための抽出条件を設定し記憶する。
　なお、所定の母集団は、特に限定されず、例えば、受講者に関する各種属性情報のうち
、所定の１以上の属性情報が一致する受講者からなる集団や、スコアが一定範囲内の受講
者からなる集団等各種各様な集団を採用することができる。なおその前提として、サーバ
１０は、各受講者毎に、採点結果を示すスコアとともに、当該受講者の各種属性情報を対
応付けて管理しているものとする。
　この場合、所定の母集団のスコアを抽出するための抽出条件としては、例えば、同年齢
、同職種、同業界、同役職、同入社年度、過去のスコアの値や範囲等を採用することがで
きる。
【００１８】
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　サーバ１０は、所定の受講者のスコアと、当該所定の受講者が含まれる所定の母集団の
スコアとを抽出し、両スコアを比較する。
　具体的には、例えば当該所定の受講者のスコアと、当該所定の受講者が含まれる所定の
母集団のスコアの平均値、最大値又は最小値とを比較することができる。
【００１９】
　また、サーバ１０は、当該所定の受講者のスコアと当該所定の受講者が含まれる所定の
母集団のスコアとをプロットしたグラフを、当該所定の受講者の候補者端末２０の画面に
表示させる。
【００２０】
　これにより、受講者は、候補者端末２０の画面に表示されたグラフの、各カテゴリの各
項目夫々についての当該受講者自身のスコアの値と、当該受講者が含まれる所定の母集団
のスコアの値との分布から、当該受講者の現在のスキルと、過去のスキルとを比べた成長
の度合いや企業の教育効果を容易に視認することができる。
　受講者（従業員や社員等）が属する組織や集団（企業やその企業内の部署）に関する情
報（採用又は異動の判定の内容）を、組織や集団を管理する者（社長や部署の長が）視認
することができる。
【００２１】
　図２は、図１の情報処理システム１のうちサーバのハードウェア構成を示すブロック図
である。
【００２２】
　サーバ１０は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）１０１と
、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）１０２と、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃ
ｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）１０３と、バス１０４と、入出力インターフェース１０５と、
出力部１０６と、入力部１０７と、記憶部１０８と、通信部１０９と、ドライブ１１０と
、を備えている。
【００２３】
　ＣＰＵ１０１は、ＲＯＭ１０２に記録されているプログラム、又は、記憶部１０８から
ＲＡＭ１０３にロードされたプログラムに従って各種の処理を実行する。
　ＲＡＭ１０３には、ＣＰＵ１０１が各種の処理を実行する上において必要なデータ等も
適宜記憶される。
【００２４】
　ＣＰＵ１０１、ＲＯＭ１０２及びＲＡＭ１０３は、バス１０４を介して相互に接続され
ている。このバス１０４にはまた、入出力インターフェース１０５も接続されている。入
出力インターフェース１０５には、出力部１０６、入力部１０７、記憶部１０８、通信部
１０９及びドライブ１１０が接続されている。
【００２５】
　出力部１０６は、ディスプレイやスピーカ等で構成され、各種情報を画像や音声として
出力する。
　入力部１０７は、キーボードやマウス等で構成され、各種情報を入力する。
【００２６】
　記憶部１０８は、ハードディスクやＤＲＡＭ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃ
ｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）等で構成され、各種データを記憶する。
　通信部１０９は、インターネットを含むネットワークＮを介して他の装置（図１の例で
は候補者端末２０）との間で通信を行う。
【００２７】
　ドライブ１１０には、磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、或いは半導体メモ
リ等よりなる、リムーバブルメディア１１１が適宜装着される。ドライブ１１０によって
リムーバブルメディア１１１から読み出されたプログラムは、必要に応じて記憶部１０８
にインストールされる。
　また、リムーバブルメディア１１１は、記憶部１０８に記憶されている各種データも、
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記憶部１０８と同様に記憶することができる。
【００２８】
　図３は、図１の情報処理システムにおけるサーバの機能的構成を示す機能ブロック図で
ある。
　図３に示すように、サーバ１０の記憶部１０８（図２）の一領域には、受講者ＤＢ１５
１と、受検ＤＢ１５２と、企業ＤＢ１５３とが設けられている。
　受講者ＤＢ１５１には、受講者に関する情報が記憶されている。
　受講者に関する情報は、例えば企業の従業員や企業に就労を希望する求職者が、自身の
スキル向上のために、サービス提供者が開催する講座や研修等を受講するための情報と、
講座や研修等を受講した受講履歴の情報とを含む情報である。
【００２９】
　具体的には、受講者ＤＢ１５１には、講座や研修を受講する従業員の氏名、年齢、社内
における所属部署（部門等）、役職、受講する講座や研修に関する情報（講座名や講座番
号、研修名や研修番号、受講日、受講履歴）等が、受講者個人を識別する情報（受講者Ｉ
Ｄ又は受講者番号等）に対応して記憶されている。
【００３０】
　受講者が受講する講座や研修のうち例えば講座としては、複数の講座が記憶されている
。講座とは例えば研修プログラムを実施する研修会や講習会等であり、複数の講座に複数
の受講者が参加することが可能である。研修についても同様である。
　講座の情報は、複数の講座夫々に１つ以上の評価要素が対応した情報である。
　１つ以上の評価要素は、特に限定されないが、以下においては、項目又はサブ項目が採
用されているものとして説明する。即ち、以下の例では、１つの講座に１以上（主に１つ
）の項目又はサブ項目が対応付けられているものとする。
　項目は、ビジネスの技能要素の夫々をネーミングした主題であり、講座名と対応付けさ
れる。サブ項目は、項目の中に含まれる小項目をいい、小項目だけの講座も設定される。
研修についても同様である。
【００３１】
　ビジネス基礎力を評価するカテゴリは、例えば図４に示すグラフに示されるように、「
ビジネス知識」（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ）、「プランニング＆コントロ
ール」（Ｐｌａｎｎｉｎｇ　＆　Ｃｏｎｔｒｏｌ）、「シンキング」（Ｔｈｉｎｋｉｎｇ
）、「コミュニケーション」（Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ）の４つ等に定義（区分）さ
れる。項目は、夫々のカテゴリの評価要素の１つである。各カテゴリには、２以上の項目
が含まれる講座が設定されている。
【００３２】
　例えば「ビジネス知識」のカテゴリのビジネス基礎力を図る項目は、時事問題、法務・
人事・労務、財務・経理、マーケティング、経営等がある。
【００３３】
　「プランニング＆コントロール」のカテゴリのビジネス基礎力を図る項目は、目的及び
目標、計画、業務管理、振り返り・評価、改善等がある。図示しないが、目的及び目標と
いう項目には、目的思考というサブ項目が含まれる。
【００３４】
　「シンキング」のカテゴリのビジネス基礎力を図る項目は、数的処理、思考法活用、情
報収集、課題設定、解決策立案等がある。
【００３５】
　「コミュニケーション」のカテゴリのビジネス基礎力を図る項目は、ネゴシエーション
、文書伝達、口頭伝達、傾聴、ビジネスマナー等がある。
【００３６】
　ここでビジネススキルを評価するためのカテゴリの分け方について説明する。
　カテゴリは、人材育成において成長するために必要なスキルを体系化して大きく４つに
分けられる。
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　人が成果を出すためには、計画性・実行力「プランニング＆コントロール」が必要とな
る。この計画性・実行力を上げるためには意思や判断等の考え方「シンキング」、人間関
係を構築するコミュニケーション力「コミュニケーション」、前提となる知識「ビジネス
知識」が同時に必要である。
　このように４つのカテゴリに分けてビジネス基礎力を診断することで、診断対象者の持
っているスキルの特長が見え易くなる。
【００３７】
　ビジネス基礎力は、個々の項目の単位、又は複数の項目で１つ設定される講座の単位で
、受講者が講座や研修を受講することにより、受講者のビジネススキルの向上が図られる
。
　受講者が講座や研修を受講するにあたり、受講前と受講中及び受講後等にビジネス基礎
力診断テストが実施される。
【００３８】
　受検ＤＢ１５２には、サービス提供者が実施するテストに関する情報が記憶されている
。テストに関する情報は、例えばテストの問題と回答の対、個々の受講者のテスト結果（
項目毎の得点）や評価結果（得点を正規化したスコアや総評、コメント等）が受講者ＩＤ
に紐付けて記憶されている。ここで、受講者とは、会社の従業員やその候補者（求職者や
人事異動対象者等）が含まれる。
　スコアは、テストの項目毎の得点を、例えば５段階等で評価した数値（“１”から“５
”）であり、１カテゴリ毎に合計した数値も記憶されている。１カテゴリ５つの項目とし
た場合に１カテゴリ２５点満点とし、この場合の個々の項目のスコアを合計した値等で、
受講者のカテゴリ毎の評価が示される。
【００３９】
　企業ＤＢ１５３には、企業の情報（企業規模（人数）、組織構成（階層等）、部署、部
門の配置等）が記憶されている。また、企業ＤＢ１５３には、企業における従業員夫々の
情報（例えば従業員の氏名、年齢、入社年月日、在職年数、組織上の部門、職位、役職、
社員番号等の従業員の個人特定情報）が受講者ＩＤに紐付けて記憶されている。
【００４０】
　この他、精度を上げるため、在籍年数、退職者データ、役職者データ、スコアの経年デ
ータ等を利用する。
　在籍年数は、企業、部門、職種との高いマッチングを見つけ出すのに利用できる。退職
者データは、企業、部門、職種とのミスマッチを見つけ出すのに利用できる。役職者デー
タは、スコアの上位者群（Ｈｉｇｈ　ｐｅｒｆｏｒｍｅｒ）の傾向を見つけ出すのに利用
できる。スコアの経年データは、一定期間毎にテストを受ける度に記録されるテストの履
歴データであり、スコアが経年によって上がっているのか、フラットなままなのかがわか
る。
【００４１】
　この他、企業ＤＢ１５３には、１社の情報だけではなく、サービス提供者が実施する講
座や研修を受講しテストを受検する企業の上記評価結果の情報が同業他社と比較可能に記
憶されている。
【００４２】
　サーバ１０のＣＰＵ１０１（図２参照）においては、処理を実行する際に、テスト部１
２１、適性判定部１２２、表示制御部１２３が機能する。
　テスト部１２１は、企業の従業員の候補者についてのビジネス基礎力を、Ｍ（Ｍは２以
上の整数値：明細書では“５”）の項目を夫々含むＮ（ＮはＮとは独立した２以上の整数
値：明細書では“４”）のカテゴリに分けて評価する。
　即ち、テスト部１２１は、例えば求職者や異動対象者等の企業の従業員の候補者につい
てのビジネス基礎力を、例えば５つの項目を夫々含む４つのカテゴリに分けて評価するも
のとする。
　具体的には、テスト部１２１は、受検ＤＢ１５２に予め記憶されている、受講者のスキ
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ルを評価するための問題の中から、受講者が候補者端末２０を操作して回答するための問
題を、各項目の項目毎に作成する。このようにして作成された各カテゴリの夫々の項目毎
の問題と解答の集合体がテストである。
【００４３】
　テスト部１２１は、テストを、通信部１０９を介して候補者端末２０に表示させること
により、受講者に対しテストを出題する。
　受講者は、候補者端末２０を操作することにより、テスト部１２１が出題したテストに
対する回答（各問題毎の回答）を入力する。受講者が入力した回答は、候補者端末２０か
らサーバ１０に対して送信される。
【００４４】
　テスト部１２１は、候補者端末２０から送信されたテストの回答（各問題毎の回答の集
合体）を、通信部１０９を介して取得する。
　テスト部１２１は、取得したテストの回答を、所定の採点基準に基づいて各問題毎に採
点する。
　テスト部１２１は、各問題毎の採点の結果を、各カテゴリの各項目毎に正規化（スコア
化）し、当該スコアを評価結果として各項目の項目名と紐付けて受検ＤＢ１５２に記憶し
受講者毎に管理する。
【００４５】
　テスト部１２１は、候補者端末２０からの評価提示要求（作表指示）に応じて受検ＤＢ
１５２で管理されている１以上の受講者のスコアの中から、所定の受講者のスコアと、当
該所定の受講者が含まれる所定の母集団のスコアとを取得し表示制御部１２３へ出力する
。なお、所定の受講者を第１受講者と言い換えてもよい。
【００４６】
　なお、当該所定の母集団は、受検ＤＢ１５２に予め記憶されている所定の抽出条件によ
って抽出される。具体的には例えば、上述したように、同年齢、同職種、同業界、同役職
、同入社年度、又は所定の受講者本人の過去のスコアのうち、任意の数（１も含む）の任
意の組合せを所定の抽出条件とした母集団を抽出することができる。
【００４７】
　テスト部１２１は、選定候補の受講者の４つのカテゴリについての第１単位（合計得点
）、及び夫々のカテゴリの各項目についての第２単位（点数）でビジネス基礎力を夫々評
価した評価値を取得する。なお、以下では選定候補の受講者を候補者という場合がある。
　具体的には、テスト部１２１は、受検ＤＢ１５２にアクセスし、選定候補として指定さ
れた受講者の受講者ＩＤに紐付けられた評価結果に含まれるスコアを受検ＤＢ１５２から
取得する。なお、人事異動等の候補者の選定の際は、比較対象の他の社員（受講者）のス
コアについても取得される。
　スコアは、４つのカテゴリ夫々についてのカテゴリ毎の得点、及び夫々のカテゴリの項
目の夫々の点数でビジネス基礎力を夫々評価したカテゴリ毎の得点を正規化し合計した総
合点と、項目毎の点数を正規化した数値等である。個々の数値は、“１”～“５”までの
値である。
【００４８】
　適性判定部１２２は、テスト部１２１により取得される候補者や既存の受講者の評価値
（スコア）と予め設定された閾値（カテゴリ毎の上限値や下限値の範囲）や基準（第１基
準、第２基準等）に基づいて、採用又は異動に適する候補者を選定する。
　第１基準は、例えば４つのカテゴリのうち３つのカテゴリで３／５項目以上が所定範囲
内にあるという条件をクリアしたという条件である。
　第２基準は、残りの１つのカテゴリの項目の夫々の評価値が、項目毎に設定される下限
値マイナス１点以内であるという条件である。
【００４９】
　適性判定部１２２は、バランス判定部１３１、項目判定部１３２、特性判定部１３３、
等を備える。
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【００５０】
　バランス判定部１３１は、テスト部１２１により取得される選定候補の受講者（候補者
）の各カテゴリのスコア（１カテゴリ毎に合計点２５点満点のうち何点得点したか）が、
予め設定された所定の範囲内（例えば図１１の例ではビジネス知識のカテゴリでは、上限
値１９.５から下限値１１．５の間）にあるか否かを判定する。即ち、バランス判定部１
３１は、候補者のカテゴリ適性の有無を判定する。
【００５１】
　所定範囲としては、例えば図５に示す中途採用用の適性バランス閾値テーブル６０又は
図６に示す新卒採用用の適性バランス閾値テーブル６１により、夫々の採用毎に閾値が設
定される。
　夫々の適性バランス閾値テーブル６０、６１の上限値は、候補者を選定する側の属性（
どういった組織か）における上位者群（Ｈｉｇｈ　ｐｅｒｆｏｒｍｅｒ）の得点から導き
出される数値であり、上位者群のカテゴリ平均値にそれぞれの係数をかけたものとする。
【００５２】
　また、下限値は、候補者を選定する側の属性で選出された人全体の平均(Ａｖｅ)の得点
から導き出される下位者群（Ｌｏ　ｐｅｒｆｏｒｍｅｒ）の数値であり、カテゴリ平均値
にそれぞれの係数をかけたものとする。
　上限値や下限値は、選定候補の受講者のテストと同じ回のテストを受けた全受講者のス
コアを用いるものとする。ここに示したテーブルの例は一例であり、他の方法で上限値や
下限値を設定してもよい。
【００５３】
　カテゴリ毎に定められた上限値を導き出すための係数は、上位者群の得点分布や役職者
の傾向、在籍年数が長いもののスコア傾向等から導き出されるものである。
　カテゴリ毎に定められた下限値を導き出すための係数は、下位者群の得点分布と平均点
の関係性から導き出されたものである。上位者群とはその属性（上位者群がどういった集
まりか）における合計スコアの上位１０％のものをいう。下位者群とはその属性における
合計スコアの下位１０％のものをいう。
　候補者を選定する側の業種、職種、企業、部門、役職等といった属性によって上位者群
のカテゴリ平均値や属性全体のカテゴリ平均値は異なるが、上限、下限を導き出すための
係数は全ての属性に共通して利用するものとする。
【００５４】
　なお、既に企業で就労した経験のある転職者と、大卒等の新卒者とでは、テストの評価
結果であるスコアの出方が異なる。新卒者は社会人経験のある候補者と比較したときにス
コアが低くなる傾向があるため下限値に幅を持たせる必要がある。このため中途採用用の
適性バランス閾値テーブル６０とは別に、新卒採用用の適性バランス閾値テーブル６１を
別に設けている。
　図５に示す適性バランス閾値テーブル６０では、４つのカテゴリの夫々のスコアの上限
値プラス１０％（例えばあるカテゴリの上限値のスコアが２０点であればその１０％増し
の２２点迄）、下限値マイナス５％（例えば下限値が１０点であれば５％減の９．５点迄
）である。
　図６に示す適性バランス閾値テーブル６１では、４つのカテゴリの夫々のスコアの上限
値プラス１０％（例えばあるカテゴリの上限値のスコアが２０点であればその１０％増し
の２２点迄）、下限値マイナス１０％（例えば下限値が１０点であれば１０％減の９点迄
）である。新卒者は、スコアが下振れし易いため、下限値にゆとりを持たせている。
【００５５】
　このようにバランス判定部１３１がカテゴリバランスの判定を行うことにより、夫々の
候補者の企業経験や採用条件等の属性から求められるカテゴリバランスと類似する傾向に
ある候補者を見つけ出すことが可能になる。
　なお、カテゴリバランスは、相互補完の関係よりも類似傾向の方が好ましい。カテゴリ
バランスが類似傾向にあることで、学びや経験、身につけてきたこと、思考等が近い傾向
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にある。カテゴリバランスが補完関係にある場合、相互効果を期待することもできるが、
補完関係を立証するためには比較対象者にスコア以外の要素が必要になるため、補完関係
については立証ができてからとすることが好ましい。
【００５６】
　項目判定部１３２は、バランス判定部１３１により選定候補の受講者のスコアが所定範
囲内にあると判定された場合、少なくともＭ（Ｍは、Ｎ－１以下の任意の整数値：この実
施形態では３）のカテゴリの評価値が第１基準（実施形態では３／５項目以上クリア）を
満たし、かつ残りのカテゴリの各項目の評価値が第２基準（項目の下限値－１点以内）を
満たした場合、候補者は、企業の従業員や会社の社員（組織の構成員）としての基礎適性
を有していると判定する。基礎適性を有しているとは、ビズネス基礎力があるとする評価
の合格ラインを超える能力を持つことを言う。
【００５７】
　項目判定部１３２は、優位判定部１４１と基礎判定部１４２とを有する。
　優位判定部１４１は、４つのカテゴリの全てのスコアが第１基準（３／５項目以上クリ
アしているとの条件）を満たした場合に、その選定候補の受講者（候補者）は、基礎適性
を有していると判定する。
　具体的には、優位判定部１４１は、受検ＤＢ１５２から読み出した当該受講者のスコア
において、ビジネス知識、プランニング＆コントロール、コミュニケーション、シンキン
グといった４つのカテゴリの全てで、各カテゴリに含まれる項目毎のスコアが３／５項目
以上、閾値の範囲内である（クリアしている）との条件を満たした場合に、その候補者は
、基礎適性を有していると判定する。
【００５８】
　基礎判定部１４２は、優位判定部１４１の判定で基礎適性を有していると判定されなか
った場合、少なくとも３つのカテゴリのスコアが例えば３／５項目以上クリアという第１
基準を満たし、かつ残りの１つのカテゴリの各項目のスコアが項目の下限値－１点以内と
いう第２基準を満たした場合、その候補者は、基礎適性を有していると判定する。
　具体的には、基礎判定部１４２は、受検ＤＢ１５２から読み出した当該受講者のスコア
において、３つのカテゴリのスコアが３／５項目以上、閾値の範囲内である（クリアして
いる）との条件を満たし、かつ残りの１つのカテゴリの５つの項目のスコアが項目の下限
値－（マイナス）１点以内であるとの条件を満たした場合、その候補者は、基礎適性を有
していると判定する。
【００５９】
　特性判定部１３３は、項目判定部１３２により基礎適性を有していると判定された候補
者のうち、４つのカテゴリの得点傾向が、企業の既存の従業員の４つのカテゴリの得点傾
向と類似する特性（レーダーチャート）を有する候補者は、組織における適性を有すると
判定する。組織における適性とは、例えば会社の職種、役職、部門、上司や部下等に順応
する適性である。
【００６０】
　表示制御部１２３は、テスト部１２１により取得される１以上の従業員の夫々のスコア
を円形の表示領域（例えば図４参照）にプロットした折れ線グラフと、当該従業員が含ま
れる母集団のスコアを円形の表示領域にプロットした折れ線グラフとを重畳させて、通信
部１０９を介して候補者端末２０の画面に表示させる制御を行う。
【００６１】
　表示制御部１２３は、テスト部１２１から出力されるスコアをプロットしたビジネス基
礎力診断結果の評価値をグラフとして表示する。
　具体的には、表示制御部１２３は、テスト部１２１から出力される所定の受講者のスコ
アと、当該所定の受講者が含まれる所定の母集団のスコアとをグラフ（図４参照）にして
、通信部１０９を介して候補者端末２０の画面に表示させる制御を行う。
【００６２】
　表示制御部１２３は、適性判定部１２２により適性ありと判定された選定結果を表示す
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る制御を実行する。選定結果としては、選定した１以上の候補者の氏名を表示する他、選
定候補全員の選定結果を表示してもよい。
【００６３】
　図４は、所定の受講者のスコアの値と、当該所定の受講者が含まれる所定の母集団のス
コアの値とを円領域にプロットし夫々を折れ線グラフ（レーダーチャート）として重畳表
示した例を示す図である。
　図４に示すように、本実施形態において、受講者のビジネス基礎力を評価する指標を、
例えばビジネスの実務能力という面で人を評価するように４つのカテゴリに分けて定義し
、各カテゴリ毎に５つの項目名で項目が設定されている。
　具体的には、ビジネス基礎力を評価する上で定義される４つのカテゴリとして、例えば
ビジネス知識、プランニング＆コントロール、コミュニケーション及びシンキング等があ
る。
【００６４】
　また、４つのカテゴリの夫々には、５つの項目が設定されている。５つの項目としては
、例えばビジネス知識というカテゴリには、時事問題、法務・人事・労務、財務・経理、
マーケティング、経営という項目名で項目が設定されている。
　プランニング＆コントロールというカテゴリには、目的及び目標、計画、業務管理、振
り返り・評価、改善という項目名で項目が設定されている。
　コミュニケーションというカテゴリには、ネゴシエーション、文書伝達、口頭伝達、傾
聴、ビジネスマナーという項目名で項目が設定されている。
　シンキングというカテゴリには、数的処理、思考法活用、情報収集、課題設定、解決策
立案という項目名で項目が設定されている。
【００６５】
　そして、サーバ１０のテスト部１２１は、受講者に対し、各カテゴリ毎に設定した項目
毎に個別のテストを課し、当該テストの結果を取得し、各カテゴリ毎に設定した項目毎の
所定の採点基準に基づいて採点をした上で、当該採点結果を正規化（スコア化）し、これ
をスコアとして取得し、当該スコアを所定の表示領域にプロットしたグラフを候補者端末
２０に表示させる。
【００６６】
　具体的には、図４に示す同心円状の表示領域（円領域又は円グラフという）に、４つの
カテゴリを表示領域の外周上に均等に割り当て表示し、各カテゴリ毎に設定した各項目の
夫々を、カテゴリとの関係がわかるようにして円領域の外周上に均等間隔で配置し、正規
化により取得したスコアの最低値“０”（ゼロ）を同心円状の中心に割り当て、中心から
遠ざかる方向に一定間隔で数値（“１”乃至“５”）を配置する。当該スコアの最高値“
５”は円領域の外周上に配置される。また、スコアが取り得る値（“１”乃至“５”）の
夫々に同心円が配置される。
【００６７】
　そして、サーバ１０は、受講者毎に管理しているスコアから、所定の受講者のスコアと
、当該所定の受講者が含まれる所定の母集団であって、同年齢、同職種、同業界、同役職
、同入社年度、又は本人の過去の結果の母集団のスコアとの１又は２以上の組合せを、前
記表示領域にプロットしたグラフを候補者端末２０に表示させる。
　即ち、図４の表示領域には、受講者個人の今回スコア、前回スコア、前々回スコアとい
う３つのスコアについて、線種を分けたレーダーチャートで描かれる。チャートどうしは
、同一領域に重ねて表示されており、変化した項目（スキル）が一目で比較可能になって
いる。
　各カテゴリの項目名の位置には、そのカテゴリの総点数に対する受講者の取得点数が提
示される。レーダーチャートの外側のカテゴリ名、例えば「ビジネス知識」というカテゴ
リ名の枠の位置には、そのカテゴリにおける受講者の獲得スコア（点数）が示される。こ
の例では、カテゴリの合計点（２５満点）に対する獲得スコア（１９得点）として、例え
ば１９／２５等という表示形態で提示される。
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【００６８】
　このように、当該所定の受講者の４つのカテゴリの夫々の５つの項目のスコアの分布状
態と、当該所定の受講者が含まれる所定の母集団（当該所定の受講者と同年齢、同職種の
受講者群）の平均のスコアの分布状態とを可視化して重ねて表示することで、当該所定の
受講者は、現状のスキル及び過去のスキルと比べた成長の度合い、並びに企業の教育効果
を容易に視認することができる。また、同年齢、同職種の受講者の平均のスキルと比べた
スキルの差異を容易に視認することができる。
【００６９】
　このように、受講者は、受講者自身のビジネスにおけるスキルの高さを容易に視認でき
るとともに、受講者と同年齢の受講者や、受講者と同職種かつ同年齢の受講者のビジネス
におけるスキルの水準についても視認できるため、受講者自身のビジネスにおけるスキル
の高さを相対的に把握することができる。
　したがって、受講者は、受講者自身の強みとして伸ばすべきスキルや、弱みとしてフォ
ローすべきスキルを容易に把握することができる。
【００７０】
　続いて、図７乃至図１０を参照してこの情報処理システムにおけるサーバ１０の採用又
は異動の判定動作を説明する。
　図７は、サーバ１０の採用又は異動の判定動作を示すフローチャートである。
　図８は、基礎適性ありの複数の候補者の中から基準をより多く満たしているものを適性
が高いとして判定する一例を示す図である。
　図９は、基礎適性ありの複数の候補者の中から総合点の高いものを適性が高いとして判
定する一例を示す図である。
　図１０は、基礎適性ありの複数の候補者の中から業種、職種、企業のうちで優先順位の
上位のものを適性が高いとして判定する一例を示す図である。
【００７１】
　サーバ１０では、テスト部１２１が、テストや適性判定のための画面を候補者端末２０
や企業端末３０に提供する。
　例えば企業端末３０に表示された画面において、企業の担当者から採用又は異動の対象
の候補者の適性判定のための指示が入力されると、テスト部１２１は、採用又は異動に関
する候補者の選定処理を実行するための画面（図示せず）を表示する。
【００７２】
　この画面において、企業の従業員の候補者又は従業員の中の他の職場や部署への転属候
補者等を含む１以上の候補者の情報と選定目的（新卒者を採用、転職者を採用、人事異動
等）が入力されると、テスト部１２１は、図７のステップＳ１１において、候補者につい
ての５つの項目を含む４つのカテゴリの夫々についての合計得点（第１単位）、及び夫々
のカテゴリの各項目についての得点（第２単位）等のスコアを取得する。
【００７３】
　具体的には、テスト部１２１は、受講者ＤＢ１５１、受検ＤＢ１５２及び企業ＤＢ１５
３を参照して夫々の候補者に関する情報（受講者ＩＤ、氏名、社員の場合は所属部署等）
、候補者のカテゴリ毎のスコアの合計点や項目毎のスコア、企業に関する情報（配属先の
部署や配属先の社員（上司や同僚）の情報等）を取得する。
【００７４】
　次に、適性判定部１２２では、ステップＳ１２において、バランス判定部１３１が、テ
スト部１２１により取得されたカテゴリの夫々のスコアの合計得点が、図５又は図６の適
性バランス閾値テーブル６０、６１の夫々のカテゴリの上限値及び下限値の範囲内にある
か否かを判定する。
【００７５】
　判定の結果、合計得点が上限値及び下限値の範囲内にあるカテゴリの数が４つ、つまり
全てのカテゴリで合計得点が上限値及び下限値の範囲内にある場合、次に、項目判定部１
３２が、カテゴリの夫々の項目の夫々のスコアについて、予め設定されている基準を満た
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しているか否かを判定する。
【００７６】
　判定の結果、基準を満たしている場合、項目判定部１３２は、基礎適性ありと判定し、
基準を満たしてない場合、項目判定部１３２は、基礎適性なしと判定する。
　項目判定部１３２では、以下に示す２つの判定ステップ（第１判定ステップＳ１３、第
２判定ステップＳ１４）により候補者の基礎適性の有無を判定する。これにより、基礎適
性のある候補者に優先順位を付けつつ候補者をより広い範囲で絞り込むことができる。
【００７７】
　第１判定ステップＳ１３において、バランス判定部１３１により上限値及び下限値の範
囲内にあると判定された場合、優位性判定部１４１は、４つのカテゴリの全てのスコアの
合計得点が第１基準（３／５項目以上クリア）を満たした場合に、その候補者は企業の社
員又は配属先の部署における社員としての基礎適性を有していると判定する。
【００７８】
　第１判定ステップＳ１４において、バランス判定部１３１により上限値及び下限値の範
囲内にあると判定された場合、基礎判定部１４２は、４つのカテゴリのうち少なくとも３
つのカテゴリのスコアが第１基準（この例では３／５項目以上クリア）を満たし、かつ残
りのカテゴリの各項目のスコアが第２基準（項目の下限値－１点以内）を満たした場合、
その候補者は企業の社員又は配属先の部署における社員としての基礎適性を有していると
判定する。
【００７９】
　項目判定部１３２では、ステップＳ１３及びＳ１４の判定処理において、複数名の候補
者がいずれも基礎適性を有していると判定された場合、以下の優位性（優先度）の点から
候補者が絞り込まれる。
【００８０】
　例えば図８に示すテーブル６３のように、複数名の候補者Ａ、Ｂが存在し、候補者Ａは
、ステップＳ１１、Ｓ１２の判定で基準を満たし基礎適性ありと判定された。
　また、候補者Ｂは、ステップＳ１１の判定で基準を満たしてはいるが、ステップＳ１２
の判定では、基準を満たさず、ステップＳ１３の判定で基準を満たしたため、基礎適性あ
りと判定されたものとする。
【００８１】
　このように候補者Ａ、Ｂが共に基礎適性ありとなった場合、項目判定部１３２は、ステ
ップＳ１２、Ｓ１３の基準を共に満たしている方を、より適性が高いと判定する。
　この例の場合、候補者Ａは、ステップＳ１１、Ｓ１２の判定で基準を満たしており、候
補者Ｂは、ステップＳ１１とステップＳ１３の判定で基準を満たしたもののステップＳ１
２の判定で基準を満たしていないため、高い基準を満たした方の候補者Ａが採用又は異動
の候補者として選定される。この結果、複数名の候補者Ａ、Ｂの中から１人を選定するこ
とができる。
【００８２】
　次のステップＳ１５では、特性判定部１３３は、項目判定部１３２により基礎適性を有
していると判定された候補者の中から、候補者の特性に基づいて配属先に適する人材を選
定する。
　この場合、特性判定部１３３は、項目判定部１３２により基礎適性を有していると判定
された候補者のうち、４つのカテゴリの得点傾向が、企業の既存の従業員の４つのカテゴ
リの得点傾向と類似する特性（レーダーチャート）を有する候補者は組織における適性を
有していると判定する。組織における適性とは、組織が例えば企業であれば、その特性（
職種、役職、部門等）に順応する能力である。
【００８３】
　これにより、スコアにおける基礎適性を有していると判定された候補者の中から、現実
的に配属先の従業員の１人としてより順応する人材を選出することができる。
　例えば企業という組織では、企業の特性（職種、役職、部門等）に、より適応する人材



(15) JP 6917664 B1 2021.8.11

10

20

30

40

50

を選出できる。また組織が例えば企業内のある部署であれば、部署の特性（営業部、開発
部等）に、より適応する人材を選出できる。
【００８４】
　特性判定部１３３では、ステップＳ１５の判定処理において、複数名の候補者が何れも
適性を有していると判定された場合、以下の優位性（優先度）の点から候補者が絞り込ま
れる。
【００８５】
　例えば図９に示すテーブル６４のように、複数名の候補者Ａ、Ｂが存在し、候補者Ａ、
Ｂ共に、業種、職種、企業等の各属性で基礎適性あり（〇）と判定された場合、特性判定
部１３３は、夫々のスコアの総合点が高い方を、より適性が高いと判定する。この例の場
合、候補者Ａのスコアの総合点は７０点であり、候補者Ｂのスコアの総合点は６５点のた
め、総合点の高い候補者Ａが採用又は異動の候補者として選定される。
【００８６】
　この他、例えば図１０に示すように、複数名の候補者Ａ、Ｂが存在し、候補者Ａ、Ｂ共
に、スコアの総合点が同じであったものとする。候補者Ａは、業種の判定で基準を満たさ
ず基礎適性なしと判定され、職種と企業の判定で基準を満たし基礎適性ありと判定された
。候補者Ｂは、業種と職種の属性判定で基準を満たし基礎適性ありと判定され、企業の属
性判定で基準を満たさず基礎適性なしと判定された。
【００８７】
　候補者Ａ、Ｂが３つの属性判定のうち夫々異なる２つの属性判定で基準を満たしている
場合、属性判定の優先順位を、職種＞企業＞業種と設定する。
　この場合、特性判定部１３３は、優先順位に従い、業種の基準を満たしていなくても企
業にとっての基準を満たしている候補者Ａの方が採用又は異動の候補者としての適性が高
いと判定する。この結果、複数名の候補者Ａ、Ｂの中から１人を選定することができる。
【００８８】
　以下、図面を参照して本サービス提供者が実施した受講及び受検結果（統計上の数値）
に基づく企業の採用又は異動の判定のいくつかの例を説明する。
　まず、図１１乃至図１３を参照して企業における従業員の中途採用時の候補者と企業の
マッチングの事例を説明する。
　図１１は、企業規模１００名以下で技術職を採用するＩＴ業の基準に候補者を適用した
場合の図７のステップＳ１２（カテゴリバランス評価）の比較例を示す図である。
　図１２は、企業規模１００名以下で技術職を採用するＩＴ業の基準に候補者を適用した
場合の図７のステップＳ１３（項目評価）の比較例を示す図である。
　図１３は、技術職を採用する企業の基準に候補者を適用した場合の図７のステップＳ１
２（カテゴリバランス評価）の比較例を示す図である。
【００８９】
　この事例は、業界、職種に応じて設定された基準を満たしている（カテゴリバランスと
項目の判定で基礎適性を有すると判定された）候補者に対し、企業特有の特性を満たして
いるか否かによって、候補者が中途採用で企業に属することができか否かの適性を判定す
る事例である。
　前提として、人材を中途採用する企業の業種は、ＩＴ業であり、例えばＺ社等と称す。
　Ｚ社の企業規模は１００人未満であり、中途採用の人材の職種は、技術職とする。
　中途採用する人材の候補者は、候補者Ａと候補者Ｂの２名とする。
【００９０】
　図１１に示すテーブル６６は、ＩＴ業の基準で、カテゴリ上限値と下限値を設定し、夫
々の欄に候補者Ａと候補者Ｂの夫々のスコアを挿入したものである。
　バランス判定部１３１は、図１１のテーブル６６に基づいて、図７のステップＳ１２の
判定処理を実行した結果、候補者Ａ、Ｂのスコアは、各カテゴリの上限値、下限値の範囲
内にあり、ＩＴ業に求められる基礎適性は有すると判定される。
【００９１】
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　図１２に示すテーブル６７は、基礎判定部１４２が、候補者Ａ、Ｂの夫々のスコアを各
カテゴリの夫々の項目毎の理想値（図１７参照）と比較して、各カテゴリの夫々の５項目
のうち条件を満たした（スコアが理想値を超えている）と判定した項目数を夫々のカテゴ
リの欄に挿入したものである。なお、図１７は、項目と理想値と候補者Ａ、Ｂのスコアと
の対応関係を参照するものであり、この事例とは別事例のため、数値は参照の対象ではな
い。
　基礎判定部１４２は、図１２のテーブル６７に基づいて、図７のステップＳ１４の判定
処理を実行した結果、候補者Ａ、Ｂは、共に４つのカテゴリで３／５項目以上、条件をク
リアしており、基礎適性を有すると判定される。
【００９２】
　上記ステップＳ１２、Ｓ１３の判定結果では、候補者Ａ、Ｂは、ＩＴ業に求められる基
礎適性は有している。テーブル６６、６７には明示していないが、技術職に求められる基
礎適性も２人とも有している。
　そして、業種、職種の属性判定では、２人とも基準を満たしていたため、企業の基準で
判定することになる。
【００９３】
　図１３に示すテーブル６８は、企業の基準、つまりＺ社の基準で、カテゴリ上限値と下
限値を設定し、夫々のカテゴリに対応する欄に候補者Ａと候補者Ｂの夫々のスコアを挿入
したものである。
　バランス判定部１３１は、図１３のテーブル６８に基づいて、図７のステップＳ１２の
判定処理を実行した結果、候補者Ａが、よりＺ社に対する適性が高いと判定する。
【００９４】
　候補者Ｂのスコアは、業種、職種の基準を満たしていたが、図１３のＺ社の基準のテー
ブル６８では、コミュニケーションのカテゴリで基準を満たすことができなかった。
　Ｚ社の社員は、ＩＴ業界の基準よりもコミュニケーションのスコアが高いことが特徴と
して挙げられ、候補者Ｂは、業界、業種の基礎適性はあるもののＺ社の基礎適性はないこ
とが分かる。
【００９５】
　一方、候補者Ａは、４つのカテゴリ全てにおいてＺ社の基準を満たしており、Ｚ社の特
徴であるコミュニケーションのカテゴリでも高いスコアを有している。
　バランス判定部１３１は、これらの結果から候補者Ａが、よりＺ社に対する適性が高い
と判定する。
【００９６】
　続いて、図１４、図１５を参照して企業における従業員の中途採用時の候補者と部門と
のマッチングの事例を説明する。
　図１４は、候補者の業種、職種、企業のカテゴリ適性の判定結果を示す図である。
　図１５は、候補者の配属先を３つの営業部門の中から決定する際の比較例を示す図であ
る。
【００９７】
　この事例は、業種、職種、企業に応じて設定された基準を満たしている（カテゴリバラ
ンスと項目の判定で基礎適性を有すると判定された）候補者Ａに対し、採用後の配属先と
して適切な部門を選定する事例である。
　前提として、中途採用する人材の候補者は、候補者Ａに既に絞り込まれているものとす
る。人材を中途採用する企業の業種は、小売業であり、例えばＹ社等と称す。Ｙ社が求め
る中途採用の人材の職種は、営業職であり、営業部門３部門（第１事業部、第２事業部、
第３事業部）の中の何れかの部門に候補者を配属させるものとする。
【００９８】
　図１４に示すテーブル６９は、候補者Ａの総合点が７０点であり、また、業種、職種、
企業の夫々の基準を満たしているため、候補者Ａの採用を決定したことを示している。
　Ｙ社は、候補者Ａを営業職として採用したが、Ｙ社には、営業部門が３部門ある。この
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ため、より適性のある部門を候補者Ａの配属先として選定することとする。
【００９９】
　この場合、バランス判定部１３１は、図１５に示すバランス閾値テーブル７０に基づい
て、図７のステップＳ１２の判定処理を実行する。
　バランス閾値テーブル７０には、３つの部門毎に夫々のカテゴリの上限値及び下限値が
設定され、夫々のカテゴリに対応する欄に候補者Ａのスコアが挿入されている。
　この結果、候補者Ａのスコアは、３つの部門において、各カテゴリの上限値、下限値の
範囲内にあり、小売業に求められる基礎適性は有すると判定される。
【０１００】
　バランス閾値テーブル７０のスコアを、図４のレーダーチャートに展開した場合、候補
者Ａと３つの部門とで夫々の特性が現れる。
　候補者Ａは、プランニング＆コントロールとシンキングのカテゴリのスコアが高い特性
を有する。
【０１０１】
　一方、第１事業部は、コミュニケーションのカテゴリの下限値が他のスキルと比較して
高い特性を有する。また、第２事業部は、全てのカテゴリで上限値と下限値の幅が大きく
、スキルの差が大きい特性がある。第３事業部は、プランニング＆コントロールとシンキ
ングのカテゴリの下限値が他のスキルと比較して高い特性を有する。
【０１０２】
　特性判定部１３３は、上記の候補者と部門の夫々の特性に基づいて、候補者Ａの特性に
最も類似する特性を有する部門を判定する。
　この判定の結果、候補者Ａの特性に最も類似する特性を有する部門は、第３事業部であ
り、候補者Ａの配属先として最も適している部門として第３事業部が選出される。
【０１０３】
　このように複数の部署の中から候補者の配属先を決定する上で、候補者Ａの配属先の複
数の候補部門が同じ営業部門であったとしても、夫々の部門の既存の社員のスコアで比較
すると、夫々異なる部門特性を有している場合が多く、複数の営業部門の中から、候補者
Ａの特性に適した営業部門に配属先を選出することができる。
【０１０４】
　続いて、図１６、図１７を参照して企業における従業員の中途採用時の候補者と部門と
のマッチングの事例を説明する。
　図１６は、業種、職種、企業の基準は満たしているが、職種における特殊要件を含めて
判定する事例を示す図である。
　図１７は、候補者のうちリーダー候補の人材を採用する際の事例を示す図である。
【０１０５】
　この事例は、業種、職種、企業に応じて設定された基準を満たしている（カテゴリバラ
ンスと項目の判定で基礎適性を有すると判定された）候補者Ａ、Ｂに対し、採用後、リー
ダーとしての役割を担える人材（リーダー候補）を選定する事例である。
　前提として、中途採用する人材の候補者は、候補者Ａ、Ｂに既に絞り込まれているもの
とする。人材を中途採用する企業の業種は、製造業であり、例えばＸ社等と称す。Ｘ社が
求める中途採用の人材の職種は、技術職であり、リーダーとしての役割を担える人材（リ
ーダー候補）を選定するものとする。
【０１０６】
　図１６に示すテーブル７１は、複数名の候補者Ａ、Ｂが共に、業種、職種、企業等の各
属性で基礎適性あり（〇）と判定されている。候補者Ａのスコアの総合点は７０点であり
、候補者Ｂのスコアの総合点は６５点のため、図９の事例であれは総合点の高い候補者Ａ
が採用又は異動の候補者として選定されるはずである。
【０１０７】
　本事例では、リーダー候補の採用を予定しており、上記項目以外にも高いコミュニケー
ション能力が求められる。
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　そこで、以下のように図７のステップＳ１５の判定処理を実行する。
　即ち、特性判定部１３３は、コミュニケーションのカテゴリの５つの項目に、夫々の理
想値と、夫々の項目に対応する候補者Ａ、Ｂのスコアとを挿入したテーブル７２を用意し
、理想値と候補者Ａ、Ｂのスコアとを比較してリーダー候補を選定する。
　コミュニケーションのカテゴリの５つの項目は、ビジネスマナー、傾聴、口頭伝達、文
書伝達、ネゴシエーションである。
【０１０８】
　理想値は、各項目ともＸ社のリーダーポジション又はリーダー候補の社員（以下リーダ
ー群）の評価結果であるスコア（点数）の平均値を用いる。
　Ｘ社のリーダー群は、５項目全てのスキルにおいて通常より高いスコアを有しており、
当該企業におけるリーダー群には高いコミュニケーションスキルを有している人物に適性
があるということがわかる。このため、候補者Ａ、Ｂには、コミュニケーションのカテゴ
リの各項目で理想値以上の点数が求められる。
【０１０９】
　候補者Ａと候補者Ｂは、コミュニケーションの合計得点が同じでかつカテゴリ合計得点
の理想値を満たしている。
　しかし、項目別に見たときに、候補者Ａは５項目のうち口頭伝達とネゴシエーションの
２項目で理想値の条件（理想以上）を満たしていない。一方、候補者Ｂは、全ての項目に
おいて理想値の条件（理想以上）を満たしている。
　これらの結果から、特性判定部１３３により、候補者Ｂが、よりＸ社のリーダー候補と
しての適性が高いと判定される。
【０１１０】
　このようにリーダー候補を採用するにあたり、候補者Ａ、Ｂのコミュニケーションのカ
テゴリに含まれる５つの項目の合計得点の高い方をまず選出し、合計得点が同じ場合は、
次に項目の理想値の条件をより多く満たしている候補者をリーダー候補の適性が高いと判
定する。この結果、複数名の候補者Ａ、Ｂの中から候補者Ｂを採用する人材として選定す
ることができる。
【０１１１】
　次に、企業における新規採用の事例を説明する。
　まず、図１８を参照して候補者と企業とのマッチングの事例を説明する。
　図１８は、企業に応募してきた新卒応募者の中から、一定の基準を満たす候補者を振る
いにかけ、二次選考に進む候補者を一定数に絞り込む事例を示す図である。
【０１１２】
　この事例は、採用人数に対して応募者多数のため、一定の基準で候補者を振るいにかけ
る事例である。
　前提として、中途採用する人材の候補者は、複数の新卒応募者である。人材を新規採用
する企業の業種は、製造業である。
　ここでは、候補者が一定の基準を満たしているか否かによって、候補者を振るいにかけ
、二次選考に進む候補者を一定数に絞り込む。
【０１１３】
　図１８に示すテーブル７３は、企業に採用済みの既存の新卒１年目乃至３年目の社員の
スコアを受検ＤＢ１５２より読み出して４つのカテゴリの夫々の上限値と下限値を導出し
た数値を挿入したものである。
　通常、基礎適性の有無を判定する場合は、上述したように、図７のステップＳ１２、Ｓ
１３、Ｓ１４の順に処理を進め、必要に応じてステップＳ１５に処理を実行する。
【０１１４】
　この事例のように新卒者の採用判定の場合は、スコアで採用を決めるというよりも、採
用候補者を振るいにかけることを目的とするため、サーバ１０では、ステップＳ１２のカ
テゴリバランス判定処理のみを実行することで候補者を絞り込む。
【０１１５】
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　この場合、バランス判定部１３１は、候補者全員のスコアを、図１８に示すテーブル７
３の４つのカテゴリの夫々の上限値と下限値の範囲内か否かを判定する。
　この判定の結果、候補者全体のうちほぼ半数、例えば４３％等の候補者が、４つのカテ
ゴリ全てにおいて当該範囲内のスコアとなった場合に、該当ほぼ半数の候補者を、基礎適
性を有しているものと判定し、２次選考に進めることとする。
【０１１６】
　このように、新卒採用に応募してきた多くの新卒応募者を絞り込む際に、入社済みの既
存の新卒１年目乃至３年目の社員のスコアから導出したカテゴリ毎の上限値及び下限値を
範囲として選別ラインを設定し、その範囲を基準として新卒応募者のスコアを判定するこ
とで、新卒応募者のうちほぼ半数（候補者全体の４３％程度）を２次選考に進めることが
できる。
【０１１７】
　次に、企業における人事異動の事例を説明する。
　まず、図１９、図２０を参照して企業における人事異動の候補者と部門とのマッチング
の事例を説明する。
　図１９は、営業部門に配属する同職種他部門の社員の中からカテゴリ適性のある候補者
を絞り込む事例を示す図である。
　図２０は、図１９の事例でカテゴリ適性があるとされた候補者の中から営業部門に適す
る人材を絞り込む事例を示す図である。
【０１１８】
　この事例は、特定の部門に適性のある人員を同職種他部門の社員の中から選定する事例
である。
　前提として、人事異動の候補者は、既存の営業部門の社員である。人事異動する企業の
業種は、製造業である。
【０１１９】
　ここでは、複数の営業部門の中の１つの営業部門で欠員が出たため、他の営業部門から
人員を補充するため、その部門に適性のある社員を選定する。
　既に社員として年次、役職等の属性を有する複数名の候補者を選出した中から、当該営
業部門に、より適性のある社員を選定するものとする。このため、既存の営業部門、例え
ば人事異動の異動先となる営業第１部門の社員の特性と候補者群のスコアから得られる特
性とを比較する。
【０１２０】
　図１９に示すテーブル７４は、人事異動の異動先となる営業第１部門の社員のスコアか
ら、４つのカテゴリの夫々の上限値と下限値を導出して、その上限値と下限値の範囲を設
定し、カテゴリの夫々に対応する欄に、候補者Ａ、Ｂ、Ｃのスコアを挿入したものである
。
　なお、上限値と下限値の導出のし方については、その部門の社員のカテゴリの夫々のス
コアの平均値に係数をかけて導出してもよく、部門の社員のスコアの上限値及び下限値を
そのまま採用してもよい。また、これ以外の方法であってもよい。
【０１２１】
　営業第１部門は、他の部門と比較して特にコミュニケーションのスキルが高いことが特
徴として挙げられる。
　テーブル７４において、例えば候補者Ｃのスコアは、総合得点は一番高いが、コミュニ
ケーションのカテゴリの合計得点がカテゴリバランスの範囲の基準を満たしていない。
【０１２２】
　候補者Ｃは、他のカテゴリと比較してもコミュニケーションのスコアが低く、当該部門
においてコミュニケーションの観点から他メンバーとの関係構築や業務の進捗に課題が出
る可能性が高いと言える。
　この場合、バランス判定部１３１は、図１９に示すテーブル７４に基づいて、図７のス
テップＳ１２の判定処理を実行する。
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【０１２３】
　図７のステップＳ１２の判定の結果、上述の内容により、候補者Ｃは、カテゴリ適性な
しと判定されて候補から落選し、候補者Ａと候補者Ｂは、カテゴリ適性ありと判定されて
、次のステップＳ１３の判定に進む。
【０１２４】
　図２０に示すテーブル７５は、基礎判定部１４２が、候補者Ａ、Ｂの夫々のスコアを各
カテゴリの夫々の項目毎の理想値（図１７参照）と比較して、各カテゴリの夫々の５項目
のうち条件を満たした（スコアが理想値を超えている）と判定した項目数を夫々のカテゴ
リの欄に挿入したものである。
　項目判定部１３２において、図２０のテーブル７５に基づいて、図７のステップＳ１３
の判定処理を実行した結果、候補者Ａは、３／５項目以上、条件をクリアしている合計数
が４カテゴリあり、基礎適性を有する（優位）と判定される。
【０１２５】
　一方、候補者Ｂは、３／５項目以上、条件をクリアしている合計数が３カテゴリであり
、図７のステップＳ１３の判定処理ではＮＯとなり、次のステップＳ１４の判定処理に進
むが、この判定処理でも基準を満たしていなかったため、基礎適性を有しないと判定され
たものとする。
　これらの判定処理の結果から、候補者Ａが最も営業第１部門への適性が高いものとして
選出される。
【０１２６】
　このように、企業における営業部門から他の営業部門ヘの人事異動の際に、異動先の営
業第１部門の社員のスコアから、カテゴリ適性を判定するテーブル７４を作成し、そのテ
ーブル７４を用いて候補者Ａ乃至Ｃの夫々のスコアを判定して候補者を選出し、選出され
た候補者Ａ、Ｂをさらに、カテゴリ毎の項目判定によって選定することで、候補者Ａを最
も営業第１部門への適性が高いものとして選出することができる。
【０１２７】
　続いて、図２１を参照して企業における人事異動の候補者と部門の上司とのマッチング
の事例を説明する。
　図２１は、技術部門に適性のある人材を該当部門の上司との相性から選定する事例を示
す図である。
【０１２８】
　この事例は、特定の部門に適性のある人員を同職種他部門の社員の中から選定する事例
である。
　具体的には、例えば技術部門に欠員が出たため、他部門から人員を補充するため適性の
ある社員を選定する事例であるが、当該部門では、補充人員に対して部門長の補佐となる
ような役割を求めており、部門適性だけでなく部門長との適性をみて選定したいと考えて
いる。
【０１２９】
　そこで、この事例では、社員の属性（年次、役職等）および部門特性から基準を満たす
複数名の社員を人事異動の候補者として選出したが、その中から最もその部門に適性のあ
る社員を選出するため、部門長のスコアとも比較する。
　前提として、人事異動する企業の業種は、製造業である。人事異動させる候補者の異動
先は、技術部門である。
【０１３０】
　図２１に示すテーブル７６は、人事異動の異動先となる技術部門の社員のスコアから、
４つのカテゴリの夫々の上限値と下限値を導出して、その上限値と下限値の範囲を設定し
、カテゴリの夫々に対応する欄に、部門長及び候補者Ａ、Ｂ、Ｃのスコアを挿入したもの
である。
【０１３１】
　このテーブル７６では、異動先の技術部門は、４つのカテゴリのうち、特にプランニン
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グ＆コントロールとシンキングのスコアが高いことが特徴として挙げられる。また、部門
長の特徴として、部門特性と同様にプランニング＆コントロールとシンキングのスコアが
高いことが挙げられる。
【０１３２】
　候補者Ａ、Ｂ、Ｃの合計得点は、全員同じであるものの、各カテゴリのスコアにそれぞ
れ特徴がある。
　候補者Ａは、プランニング＆コントロールとシンキングのスコアが高く、候補者Ｂは、
コミュニケーションのスコアが高い。さらに、候補者Ｃは、ビジネス知識のスコアが高い
。
【０１３３】
　部門長と候補者Ａは、他の候補者Ｂ、Ｃと部門長との組み合わせと比較して、いずれも
プランニング＆コントロールとシンキングのスコアが高く、スコアをレーダーチャートに
展開したときの特性が類似し、業務を遂行する上での思考（特性）が近いことがわかる。
【０１３４】
　この場合、バランス判定部１３１は、図２１に示すテーブル７６に基づいて、図７のス
テップＳ１２の判定処理を実行する。
　そして、判定の結果、上述の内容に基づいて、候補者Ａが最も技術部門及び部門長との
適性が高いと判定される。
【０１３５】
　このように企業における他部門から技術部門ヘの人事異動の際に、異動先の技術部門の
社員と部門長のスコアから、カテゴリ適性を判定するテーブル７６を作成し、そのテーブ
ル７６を用いて候補者Ａ乃至Ｃの夫々のスコアを判定して候補者を選出することで、候補
者Ａを最も技術部門及び部門長との適性が高いものとして選出することができるので、技
術部門に異動後の候補者Ａは、部門長の補佐の役割を担いつつ技術部門において活躍する
ことを期待することができる。
【０１３６】
　次に、図２２、図１２を参照して企業における人事異動の候補者と職種とのマッチング
の事例を説明する。
　図２２は、営業部門に所属している社員から、企画部門に適性のある社員を選定するた
めに、企画部門のカテゴリ特性と候補者群の夫々のカテゴリのスコアを比較する事例を示
す図である。
【０１３７】
　この事例は、特定の部門に適性のある人員を異なる職種の社員の中から選定する事例で
ある。
　前提として、人事異動の候補者は、既存の営業部門に所属している社員である。人事異
動する企業の業種は、製造業である。人事異動の異動先は営業部門とは異なる職種の企画
部門である。
【０１３８】
　ここでは、営業部門に所属している社員から、企画部門に適性のある社員を選定するた
め、企画部門の特性と候補者群のスコアとを比較する。
【０１３９】
　図２２に示すテーブル７７は、人事異動の異動先となる企画部門の社員のスコアから、
４つのカテゴリの夫々の上限値と下限値を導出して、その上限値と下限値の範囲を設定し
、カテゴリの夫々に対応する欄に、候補者Ａ、Ｂ、Ｃのスコアを挿入したものである。
　なお、上限値と下限値の導出のし方については、その部門の社員のカテゴリの夫々のス
コアの平均値に係数をかけて導出してもよく、部門の社員のスコアの上限値及び下限値を
そのまま採用してもよい。また、これ以外の方法であってもよい。
【０１４０】
　テーブル７７において、企画部門は、特にプランニング＆コントロールとシンキングの
スコアが高いことが特徴として挙げられる。候補者Ａと候補者Ｂは、全てのカテゴリにお
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いてカテゴリの合計得点が適性範囲の基準を満たしている。
【０１４１】
　一方、候補者Ｃは、プランニング＆コントロールとコミュニケーションが上限値と下限
値の範囲の基準を満たしていない。
　この場合、バランス判定部１３１は、図２２に示すテーブル７７に基づいて、図７のス
テップＳ１２の判定処理を実行する。
　図７のステップＳ１２の判定処理の結果、上述の内容により候補者Ｃはカテゴリ適性な
しと判定されて落選し、候補者Ａと候補者Ｂがカテゴリ適性ありと判定されて、次のステ
ップＳ１３の判定に進む。
【０１４２】
　図１２に示すテーブル６７は、基礎判定部１４２が、候補者Ａ、Ｂの夫々のスコアを各
カテゴリの夫々の項目毎の理想値（図１７参照）と比較して、各カテゴリの夫々の５項目
のうち条件を満たした（スコアが理想値を超えている）と判定した項目数を夫々のカテゴ
リの欄に挿入したものである。
　項目判定部１３２において、図１２のテーブル６７に基づいて、図７のステップＳ１３
の判定処理を実行した結果、候補者Ａ、Ｂは、共に４つのカテゴリで３／５項目以上、条
件をクリアしており、基礎適性を有すると判定される。
【０１４３】
　ただし、この事例では、上述した図２２に示すテーブル７７を参照すると、候補者Ａの
総合点は６５点、候補者Ｂの総合点は６１点であり、候補者Ｂよりも候補者Ａの方が総合
点が高いため、優先度の判定（優位性の面）で、職種の異なる企画部門への人事異動につ
いては、候補者Ａの方が、より適性が高いと判定される。
【０１４４】
　このように、企業における営業部門から他の職種の企画部門ヘの人事異動の際に、異動
先の企画部門の社員のスコアから、カテゴリ適性を判定するテーブル７７を作成し、その
テーブル７７を用いて候補者Ａ乃至Ｃの夫々のスコアを判定して候補者を選出し、選出さ
れた候補者Ａ、Ｂをさらにテーブル６７を用いてカテゴリ毎の項目判定と優先度の組み合
わせで選別することで、候補者Ａを最も企画部門への適性が高いものとして選出すること
ができる。
　この結果、候補者等のユーザのスキルの診断結果を、当該ユーザが属する又は属する可
能性のある組織への人材配置の支援用途として活用することができる。
【０１４５】
　以上、本発明の一実施形態について説明したが、本発明は、上述の実施形態に限定され
るものではなく、本発明の目的を達成できる範囲での変形、改良等は本発明に含まれるも
のである。
【０１４６】
　例えば、図２に示したハードウェア構成は、本発明の目的を達成するための例示に過ぎ
ず、特に限定されない。
【０１４７】
　また、図３に示した機能ブロック図は、例示に過ぎず、特に限定されない。即ち、上述
した一連の処理を全体として実行できる機能が情報処理装置に備えられていれば足り、こ
の機能を実現するためにどのような機能ブロック及びデータベースを用いるのかは、特に
図３の例に限定されない。
【０１４８】
　また、機能ブロック及びデータベースの存在場所も、図３に限定されず、任意でよい。
　また、１つの機能ブロック及びデータベースは、ハードウェア単体で構成してもよいし
、別々のハードウェアに備えてもよいし、ソフトウェア単体で構成してもよいし、それら
の組み合わせで構成してもよい。
【０１４９】
　各機能ブロックの処理をソフトウェアにより実行させる場合には、そのソフトウェアを
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構成するプログラムが、コンピュータ等にネットワークや記録媒体からインストールされ
る。
　コンピュータは、専用のハードウェアに組み込まれているコンピュータであってもよい
。また、コンピュータは、各種のプログラムをインストールすることで、各種の機能を実
行することが可能なコンピュータ、例えばサーバの他汎用のスマートフォンやパーソナル
コンピュータであってもよい。
【０１５０】
　このようなプログラムを含む記録媒体は、各受講者にプログラムを提供するために装置
本体とは別に配布される、リムーバブルメディアにより構成されるだけではなく、装置本
体に予め組み込まれた状態で各受講者に提供される記録媒体等で構成される。
【０１５１】
　なお、本明細書において、記録媒体に記録されるプログラムを記述するステップは、そ
の順序に添って時系列的に行われる処理はもちろん、必ずしも時系列的に処理されなくと
も、並列的或いは個別に実行される処理をも含むものである。
【０１５２】
　また、本明細書において、システムの用語は、複数の装置や複数の手段等より構成され
る全体的な装置を意味するものである。
【０１５３】
　また例えば、上述の実施形態では、ビジネス基礎力に関する評価を行うためのカテゴリ
として、例えばビジネス知識、計画及びコントロール、コミュニケーション、並びに思考
等の４種類のカテゴリに分けたが、これは例示に過ぎない。
　即ち、ビジネス基礎力に関する任意のＮ個（Ｎは２以上の整数値）夫々のカテゴリを採
用することができる。この場合、各カテゴリ毎に設けられる項目も、上述の実施形態の例
に特に限定されず、任意のＭ個（Ｍは、Ｎとは独立した２以上の整数値）の項目を採用す
ることができる。
【０１５４】
　上記実施形態では、企業の従業員の候補者又は従業員の中の他の職場や部署への転属候
補者等を含む候補者の夫々についてのビジネス基礎力を示す情報として、例えばビジネス
スキルを評価する１以上のカテゴリにおける項目毎のビジネス基礎力診断テストの得点を
正規化したスコア等を取得したが、この例以外であってもよい。
　例えば企業の他、団体やコミュニティであってもよく、組織であれば足りる。従業員の
他、例えば社員や所員、署員等であってもよく、構成員であれば足りる。
　また、ビジネス基礎力を示す情報としてカテゴリや項目毎のテストを正規化したスコア
を取得したが、この他、例えばテストの得点そのものを取得してもよく、ビジネス基礎力
を示す情報であれば足りる。
【０１５５】
　上記実施形態では、項目の数を“５”としたが、これに限ることはなく、Ｍ（Ｍは２以
上の整数値）であればよい。また、上記実施形態では、カテゴリの数を“４”としたが、
これに限ることはなく、Ｎ（ＮはＭとは独立した２以上の整数値）であればよい。さらに
、上記実施形態では、スコアが第１基準（明細書では３／５項目以上クリア）を満たすカ
テゴリの数を３としたが、Ｐ（Ｐは、Ｎ－１以下の任意の整数値）であればよい。
【０１５６】
　また、上記実施形態では、企業における採用や異動の事例について説明したが、この他
、求人希望者が適性のある業種、職種、企業を見つけ出すことに適用することができる。
　上述した事例は、企業側がデータを保有している前提での事例であったが、本情報処理
システムのサーバ１０を人材紹介会社等が利用することで、求人者に適性のある業種、職
種、企業を見つけ出すサービスを実現することが可能になる。
【０１５７】
　また、上記実施形態では、ビジネス基礎力を診断するテストの評価結果を基に採用や異
動の判定を行ったが、この他、例えばリーダー層向けの診断テストを実施して評価した結
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果のスコアを用いて管理職の適性や配置等の適性も診断することが可能であり、リーダー
やその候補を見つけ出すサービス等にも活用することができる。
【０１５８】
　上記実施形態では、スコアを基に面接を実施することで、より課題や思考が明確に聞き
だせるような質問することが可能になる。
　学生が自身の端末より本情報処理システムのサーバ１０にアクセスして、採用、異動の
適性を判定するサービスを利用することで、どのような業種・業界、職種に適性があるの
かを知ることができる。
【０１５９】
　本実施形態では、図１のサーバ１０を管理するサービス提供者は、例えば人材トレーニ
ング会社を想定したが、これに限定ざれず、人材紹介会社等、幅広く適用可能である。
【０１６０】
　以上まとめると、本発明が適用される情報処理装置は、次のような構成を取れば足り、
各種各様な実施形態を取ることができる。
　即ち、本発明が適用される情報処理装置（例えば図３のサーバ１０等）は、
　組織の構成員（例えば会社の従業員等）の候補者（求職者や人事異動対象者等）につい
てのビジネス基礎力を、Ｍ（Ｍは２以上の整数値：明細書では５）の項目を夫々含むＮ（
ＮはＭとは独立した２以上の整数値：明細書では４）のカテゴリに分けて評価するものと
し、前記Ｎのカテゴリについての第１単位（合計得点）、及び夫々のカテゴリの各項目に
ついての第２単位（点数）で前記ビジネス基礎力を夫々評価した評価値（カテゴリ毎の合
計得点、項目毎の点数を正規化した数値）を取得する取得手段（例えば図３のテスト部１
２１等）と、
　前記取得手段（図３の例えばテスト部１２１等）により取得される前記ビジネス基礎力
の各カテゴリの評価値（合計点２０点満点のうち何点得点したか）が、予め設定された所
定範囲内（例えば図１１の４つのカテゴリでは上限値から下限値の間）にあるか否かを判
定する第１判定手段（例えば図３のバランス判定部１３１等）と、
　前記第１判定手段（例えば図３のバランス判定部１３１等）により前記評価値が前記所
定範囲内にあると判定された場合、少なくともＰ（Ｐは、Ｎ－１以下の任意の整数値：明
細書では“３”）のカテゴリの前記評価値が第１基準（明細書では３／５項目以上クリア
）を満たし、かつ残りの各カテゴリの各項目の評価値が第２基準（項目の下限値－１点以
内）を満たした場合、前記候補者は前記組織の構成員としての基礎適性を有していると判
定する第２判定手段（例えば図３の項目判定部１３２等）と、
　を備える。
　ビジネス基礎力を評価した評価値（スコア）は、候補者がこれまで学んできたこと、経
験してきたこと、身についてきたこと等が具体的な項目毎のスコアとして現れるので、ス
コアそのものから個人の性格や人との相性を測ることはできないものの、候補者本人が持
っている思考や性格とも関連性があるため、候補者のスキル以外の観点からも候補者の組
織への適性を判定することができる。
　即ち、組織の構成員（例えば企業の社員等）の候補者のビジネス基礎力（スキル）を評
価した評価結果をカテゴリ毎及び項目毎に段階的に異なる視点で再評価して、組織の構成
員（例えば企業の社員等）としての適性を有する候補者を選出するので、組織（例えば企
業内の部、課、係等）への人材配置を適切に行えるようになる。
　前記第２判定手段（例えば図３の項目判定部１３２等）は、
　前記Ｎ（ＮはＭとは独立した２以上の整数値：明細書では４）のカテゴリの全ての前記
評価値が前記第１基準（明細書では３／５項目以上クリア）を満たした場合に、前記候補
者は前記基礎適性を有していると判定する第２－１判定手段（例えば図３の優位判定部１
４１等）と、
　前記第２－１判定手段の判定で前記基礎適性を有していると判定されなかった場合、少
なくとも前記Ｐ（Ｐは、Ｎ－１以下の任意の整数値：明細書では３）のカテゴリの前記評
価値が前記第１基準（明細書では３／５項目以上クリア）を満たし、かつ前記残りの１つ
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のカテゴリの各項目の評価値が前記第２基準（項目の下限値－１点以内）を満たした場合
、前記候補者は前記基礎適性を有していると判定する第２－２判定手段（例えば図３の基
礎判定部１４２等）と、
　を有する。
　これにより、Ｎ（ＮはＭとは独立した２以上の整数値：明細書では４）のカテゴリの全
ての評価値が第１基準（明細書では３／５項目以上クリア）を満たした場合に、基礎適性
を有していると判定し、この判定で基礎適性を有していると判定されなかった場合、少な
くともＰ（Ｐは、Ｎ－１以下の任意の整数値：明細書では３）のカテゴリの評価値が第１
基準（明細書では３／５項目以上クリア）を満たし、かつ残りのカテゴリの各項目の評価
値が第２基準（項目の下限値－１点以内）を満たした場合、候補者は基礎適性を有する者
と判定することで、選出する候補者に優先順位を付けつつ広い範囲の中で、ある程度の数
の候補者を絞り込むことができる。
　前記第２判定手段により前記基礎適性を有していると判定された前記候補者のうち、前
記Ｎ（ＮはＭとは独立した２以上の整数値：明細書では４）のカテゴリの得点傾向が、前
記組織の既存の構成員（明細書では既存の従業員等）の前記Ｎのカテゴリの得点傾向と類
似する特性（例えば図４のレーダーチャート等）を有する前記候補者は前記組織における
適性を有していると判定する第３判定手段（例えば図３の特性判定部１３３等）、
　をさらに有する。
　これにより、基礎適性を有していると判定された候補者の中から、現実的に組織の構成
員（例えば会社の従業員等）の１人としてより順応する人材を選出することができる。
組織が例えば企業では、企業の特性（業種、職種、部門等）に、より適応する人材を選出
できる。また組織が例えば企業内のある部署であれば、部署の特性（営業部、開発部、企
画部等）に、より適応する人材を選出できる。
【符号の説明】
【０１６１】
　１・・・情報処理システム、１０・・・サーバ、２０、２０－１、２０－ｕ・・・候補
者端末、１０１・・・ＣＰＵ、１０２・・・ＲＯＭ、１０３・・・ＲＡＭ、１０４・・・
バス、１０５・・・入出力インターフェース、１０６・・・出力部、１０７・・・入力部
、１０８・・・記憶部、１０９・・・通信部、１１０・・・ドライブ、１１１・・・リム
ーバブルメディア、１２１・・・テスト部、１２２・・・適性判定部、１２３・・・表示
制御部、１３１・・・バランス判定部、１３２・・・項目判定部、１３３・・・特性判定
部、１４１・・・優位判定部、１４２・・・基礎判定部、１５１・・・受講者ＤＢ、１５
２・・・受検ＤＢ、１５３・・・企業ＤＢ、Ｎ・・・ネットワーク
【要約】　　　（修正有）
【課題】企業等の組織への人材配置を適切に行える情報処理装置を提供する。
【解決手段】情報処理装置の一種であるサーバ１０において、テスト部１２１は、企業の
従業員の候補者のビジネス基礎力を、例えば５つの項目を夫々含む４つのカテゴリに分け
て評価するものとし、４つのカテゴリの合計得点及び夫々のカテゴリの各項目についての
点数でビジネス基礎力を夫々評価した評価値を取得する。バランス判定部１３１は、取得
する各カテゴリの評価値が、予め設定された所定範囲内にあるか否かを判定する。項目判
定部１３２は、カテゴリの評価値が所定範囲内にあると判定された場合、少なくとも３つ
のカテゴリの評価値が３／５項目以上クリアし、かつ、残りの各カテゴリの各項目の評価
値が項目の下限値－１点以内である場合、候補者が組織の構成員としての基礎適性を有し
ていると判定する。
【選択図】図３
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